
漁船の設備基準等の適用に伴う漁船の大型化に関する取扱方針について

平成１９年 ７月２６日１９水漁第１４１８号（水産庁長官）

（一部改正）令和 ２年１１月２７日 ２水管第１５８６号（水産庁長官）

漁船の設備基準等の適用に伴う漁船の大型化に関する取扱方針

（方針）

第一 大臣許可漁業の許可又は起業の認可（以下「許可等」という。）を受けている船舶

を改造し又は被代船とすることによって漁船設備を「漁船の設備基準」（平成１９年７

月２５日農林水産省告示第９６０号（総トン数２０トン以上の漁船に係る漁船の設備基

準を定める件）で定められた設備基準をいう。以下同じ。）に適合するものとするため

の、又はこれに加え別紙「労働居住環境の改善のための漁船の設備基準（任意基準）に

ついて」（以下「任意基準」という。）に適合するものとするための大型化についての許

可等の申請は、船舶の大型化について大臣許可漁業の種類ごとに定められている許可等

に関する取扱方針（以下「大臣許可漁業別の許可等の取扱方針」という。）にかかわら

ずトン数の補充を要せず、及び当該方針に係る船舶の総トン数の最高限度を超えてこれ

を認めるものとする。大臣許可漁業につき新規に許可等を受けようとする者が当該許可

等の申請にあわせて漁船設備を「漁船の設備基準」に適合するものとする又はこれに加

え「任意基準」に適合するものとするための大型化を行う場合についても同様とする。

２ 前項に規定する船舶の大型化のための増加トン数は、漁船法 (昭和２５年法律第１７

８号)第４条に基づく動力漁船の建造又は改造の許可に当たって、「漁船の設備基準」に

適合させる又は「任意基準」に適合させるために必要であり、かつ、これに基づく大型

化が漁獲能力の増大に直接影響しないと認められた増加トン数をその限度とすることと

する。

（増加トン数の取扱い等）

第二 第一に規定する大型化のための増加トン数は、大臣許可漁業別の許可等の取扱方針

にかかわらず、補充トン数として使用することを認めないこととする。

２ 大臣許可漁業別の許可等の取扱方針のうち船舶総トン数の増加又は最高限度に関する

規定の適用については、第一に規定する大型化のための許可等を受けた船舶又はそれ以

降の代船の船舶総トン数は、当該総トン数から当該大型化のための増加トン数を控除し

て得た総トン数とみなす。

（この取扱方針に基づく増加トン数の取扱い）

第三 昭和４２年５月１日農林省告示第６５３号（総トン数２０トン以上の漁船に係る漁

船の設備基準を定める件）で定める設備基準、昭和４７年５月１日農林省告示第６６８

号（総トン数２０トン以上の漁船に係る漁船の設備基準を定める件）で定める設備基準

及び昭和３９年２月２２日農林省告示第１９９号（動力漁船の性能の基準を定める件）

で定める性能基準又は「漁船の設備基準」及び「任意基準」で定める設備基準に適合す

る船舶であって、漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第３６条第１項の規定による許

可等でその有効期間が大臣許可漁業ごとに令和２年１２月１日以降の日から開始するも

のを受けており、かつ、上記基準の適用に係るトン数補充に当てることができないとさ

れているものの船舶総トン数は、大臣許可漁業別の許可等の取扱方針のうち船舶総トン

数の増加又はその最高限度に関する規定の適用に当たっては、当該船舶の総トン数から

トン数補充に当てることができないこととされているトン数を控除して得た総トン数を

もって総トン数とみなす。



（条件等）

第四 第一に規定する大型化を行った船舶に係る大臣許可漁業の許可等には、次の条件を

付けることとする。

（１）改造の際に、任意に「漁船の設備基準」に適合させた場合

船舶の設備は、「漁船の設備基準」で定められた設備基準に適合させなければなら

ない。

（２）「任意基準」に適合させた場合

船舶の設備は、「漁船の設備基準等の適用に伴う漁船の大型化に関する取扱方針に

ついて」(平成１９年７月２６日付け１９水漁第１４１８号）に規定する別紙「労働

居住環境の改善のための漁船の設備基準（任意基準）について」（以下「任意基準」

という。）に適合させなければならない。（ただし、任意基準○についてはこの限りで

ない。(注：適用を除外する項目がある場合は当該項目番号を記載））

（３）上記（１）又は（２）の制限又は条件を付加する場合には、漁業法第４４条第３項

及び第４項の規定により公開による聴聞を行うこととする。

２ 漁業の許可証には、第三に規定するトン数補充に当てることができないとされている

増加トン数を明記するとともに、当該トン数はトン数補充には使用できない旨を明記す

ることとする。

３ 第一に規定する漁船の設備基準等の適用に伴い大型化した船舶は、船舶安全法（昭和

８年法律第１１号）による検査の際に、船舶の設備が「漁船の設備基準」に適合してい

るか、又は「任意基準」に従ったものとなっているかにつき、検査を受けることとする。

また、漁業の許可証には、この旨を明記することとする。

附 則（平成１９年７月２６日１９水漁第１４１８号）

１ この改正は、平成１９年８月１日から施行する。

２ この方針が適用されることとなる船舶以外の船舶については、なお従前の例による。

附 則（令和２年１１月２７日２水管第１５８６号）

１ この通知は、漁業法等の一部を改正する等の法律（平成30年法律第95号）の施行の日

（令和２年12月１日）から施行する。

２ この通知が適用されることとなる船舶以外の船舶については、なお従前の例による。



（別紙）

労働居住環境の改善のための漁船の設備基準（任意基準）について

この基準は、総トン数20トン以上200トン未満の船舶であって、大臣許可漁業の許可を

受けようとする船舶が任意に採用する漁船の設備基準を規定したものである。

なお、この任意基準の採用に当たっては、全ての基準を適用することが原則であるが、

任意基準を適用する船舶の航行範囲や操業形態などから、明らかに当該船舶に必要でない

と認められるものについては、基準の一部の適用を行わないこととすることができるもの

とする。

１．風雨等からの保護に関する設備

（工場の熱気等からの保護）

工場、機関室及び調理室の壁は、居室及び通路に過度の熱若しくは騒音又は悪臭を与

えない構造のものであること。

２．居室の設備

（位置）

（１）予定航海日数が50日未満の船舶にあっては、下表に掲げる船舶の総トン数の区分に

応じ、それぞれの欄に掲げる数の寝台が設けられている居室が、計画満載喫水線の上

方の位置に設けられていること。

計画満載喫水線の上方かつ船首隔壁より後方に設置する寝台

総トン数 寝台数

100トン未満の船舶 全寝台数の30パーセント以上

100トン以上200トン未満の船舶 全寝台数の50パーセント以上

（高さ）

（２）居室は、居室の床面から天井ビームの下面（天井に内張りがある場合はその下面。

以下同じ。）までの高さが、1.90メートル以上であること。ただし、船舶の深さが

2.50メートル未満の船舶の上甲板下に設けられる居室であって、船舶の構造上やむを

得ないものにあっては、その高さは、船舶の深さが2.40メートル以上2.50メートル未

満の船舶にあっては1.10メートル以上、船舶の深さが2.40メートル未満の船舶にあっ

ては1.00メートル以上であること。

（備品の配置）

（３）居室の備品間を通り抜ける必要がある場合、その間隔は0.60メートル以上であるこ

と。

（寝室の区分）

（４）寝室は、下表の区分ごとに設けられており、かつ、それぞれの寝室１室につき占有

を許される者の最大人員数が、それぞれ同表の欄に掲げる数以下であること。

寝室の区分

乗組員の区分及び１寝室の占有を許される者の最大人員数

責任 その他 職 員 以 外 の 乗 組 員

職員 の職員

２ ２ ４

備考 責任職員とは、乗組員のうち、船長、１等航海士、機関長、通信長、医師及び
事務長をいい、その他の職員とは、乗組員のうち、１等航海士以外の航海士、機
関士及び通信士並びにこれらと同等の待遇を受ける者並びに事務員をいう。

（寝台の大きさ）

（５）寝台の有効部分は、長さ1.90メートル以上、幅0.70メートル以上であること。

（寝台の高さ等）

（６）寝台の上面から天井ビームの下面又は上段寝台の下面までの垂直距離は、0.75メー

トル以上であり、かつ、床面から寝台上面までの垂直距離は、0.30メートル以上であ



ること。ただし、２段寝台（上段を寝台以外として利用する場合を含む。）について、

下段寝台の上面から上段寝台の下面まで及び上段寝台の上面から天井ビームの下面ま

での垂直距離を、それぞれ、0.75メートルを超えて大きくした場合には、床面から下

段寝台上面までの垂直距離は、0.30メートルからその超過部分の合計を差し引いて得

た距離（当該差し引いて得た距離が0.15メートル未満であるときは、0.15メートル）

以上であること。

（寝台の配置）

（７）寝台の出入り側に沿って設ける空間の幅は、１段寝台の場合には、0.60メートル、

２段寝台の場合には、0.70メートル以上であり、かつ、寝室の１人当たりの床面積は、

寝台及びロッカーが占める面積を除き、1.0平方メートル以上であること。

（食堂の設置）

（８）食堂は、できる限り調理室に接近して設けられており、かつ、寝室とは別に設けら

れていること。

（食卓及び腰掛け）

（９）ア 食卓の幅が、片側を使用するものにあっては0.38メートル以上であり、かつ、

その長さは、同時に使用する者の数に応じ、1人当たり0.50メートルとして計算

された長さ以上であること。

イ 食卓は、２卓間の空間のそれぞれの側に着席する場合にあっては、1.10メート

ル以上の空間があるように配置され、かつ、十分な大きさ及び数の腰掛けが備え

付けられていること。

３．調理室の設備

（設備）

調理室の設備間を通り抜ける必要がある場合、その間隔は0.60メートル以上であるこ

と。

４．操だ室の設備

（高さ等）

（１）操だ室の床面から天井ビームの下面までの高さが、1.90メートル以上であること。

（設備）

（２）操だ室の設備間を通り抜ける必要がある場合、その間隔は0.60メートル以上である

こと。

５．保健衛生に関する設備

（浴室の設置）

（１）総トン数50トン以上の船舶の浴室には、温水及び冷水の供給設備、排水設備並びに

最大搭載人員６人若しくはその端数ごとに１つ以上の浴槽又はシャワー設備が備え付

けられていること。

（洗面所の設置等）

（２）ア 洗面器並びに給水及び排水設備を備える洗面所が設けられているか、又は浴室

内に洗面の設備が備え付けられていること。

イ 洗面器の数は、最大搭載人員６人若しくはその端数ごとに１個以上であること。

（便所の設備）

（３）便所には、最大搭載人員８人又はその端数ごとに１個以上の大便器又は両用便器が

設けられていること。

（洗濯場の設置及び設備）

（４）洗濯場が設けられているか、又は洗面所若しくは浴室が洗濯場として使用できるこ

と。洗濯場には、給水及び排水設備並びに温水の供給設備又は湯沸器が備え付けられ

ていること。

（衣服の乾燥設備等の設置）

（５）居室から隔離した場所に衣服の乾燥設備及び防水着掛け設備が設けられていること。


